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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間の世界経済は、欧米各国の保護主義の台頭による先行きの不透明感はあるものの、総

じて堅調な展開で推移しました。

 米国においては、好調な雇用統計を背景にＦＲＢが１年振りの利上げに踏み切り、新政権が巨額財政拡張策を掲

げるなか、今後も年数回の利上げペースが想定されています。原油価格の回復、設備投資の持ち直し、住宅販売増

加、賃金上昇、個人消費の増勢持続、等を背景に、経済成長ペースは高まる見通しとなっております。

 中国においては、民間投資に底入れの動きが見られ、自動車販売の大幅増加、住宅販売の拡大、公共部門の投資

拡大、等により景気減速の動きが一服しているものの、保護貿易ムードの高まりによる輸出額の減少が懸念されま

す。

 欧州経済は、英国のＥＵ離脱に伴う政治・経済をめぐる先行き不透明感が根強く残存するものの、金融緩和にて

下支えされ、雇用環境は改善傾向にあり、個人消費も安定し、景気は回復基調にあります。

 我が国経済においては、円安が進んだこともあり、輸出・生産が上向き、企業収益は回復傾向にあります。平成

29年４月に予定されていた消費税の増税が平成31年10月に延期され、デフレ脱却を目指した量的・質的金融緩和の

枠組みが継続されるなか、停滞していた消費も持ち直しつつあります。

 

 当社グループが属するエレクトロニクス業界においては、中国・アジア向けのスマートフォン用電子部品や車載

電装関連機器の増加等により、全体としては底堅く推移しております。

 このような事業環境の下、当社グループでは、前年度に子会社化した自動車用精密金型・成形品業務が基板実装

業務との一体運営によるシナジーを出しながら順調に推移していることに加え、過去から継続的に取り組んでおり

ました車載機器、産業機器製品の取扱高が引続き安定的に伸長しております。その結果、車載・産機比率は、2018

年度目標を前倒しで達成しました。また、引続き製造全拠点においてＬＣＡ（Ｌｏｗ Ｃｏｓｔ Ａｕｔｏｍａｔｉ

ｏｎ、 自社開発の自動・省力化設備）の導入を促進させており、スマートファクトリーの礎の構築に努めており

ます。

 

 これらの活動の成果として、引続き過去最高ペースにて営業利益が推移しております。特に、今期は各展示会へ

積極的に参加し、ビジネスの更なる拡大に向け知名度向上に努めております。また、中国でのコストダウンや納期

短縮などの競争力強化に向け、橋頭工場への集約化を進めており、今期中に移管が完了する予定です。中国では、

完成車メーカーに対して、ＥＶ、ＰＨＥＶ などの「新エネ車」の生産、輸入を一定の割合で義務付ける規制の導

入も見込まれております。水面下では、車載機器分野での新たな環境保護対応向け製品等、各拠点にて多数の新規

プロジェクトを開始、今後の事業拡大に向け、開発設計、試作能力の強化に積極的に取り組むと共に、経営基盤の

強化に向け、経営品質向上委員会を発足しました。

 また、橋頭工場への集約化に伴う労働者の退職金等を、事業構造改善費用として特別損失に計上しております。

 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は822億５百万円となり、前年同期に比べて11億16百万円の減少

（1.3％減）となりました。営業利益は22億73百万円と前年同期に比べて６億59百万円の増加（40.9％増）とな

り、経常利益は16億28百万円と前年同期に比べて１億円の増加（6.5％増）となりました。親会社株主に帰属する

四半期純利益は８億36百万円となり、前年同期に比べて４億12百万円の減少（33.0％減）となりました。

 当社グループは、ＥＭＳ事業とその他の事業を営んでおりますが、ほとんどがＥＭＳ事業のため、セグメント情

報の記載を省略しております。 

 なお、ＥＭＳ事業の製品分野別の売上高とその他の事業の売上高は以下のとおりであります。売上高の金額につ

いては、連結相殺消去後の数値を記載しております。 

 

① ＥＭＳ事業 

 当社グループの主たる事業であるＥＭＳ事業の売上高は817億91百万円と前年同期に比べて12億25百万円の減

少（1.5％減）となりました。製品分野別の業績の概況は次のとおりであります。 

 

（車載機器） 

  電装化の進展による取扱製品の増加、環境対応車向け動力系基板等の新規案件が相次いだことにより、売上高

は308億３百万円と前年同期に比べて55億36百万円増加（21.9％増）となりました。 

 

（産業機器） 

  中国市場におけるスマートフォンや自動車製造関連での旺盛な設備投資需要を背景に増加傾向にあり、売上高

は195億52百万円と前年同期に比べて6億57百万円の増加（3.5％増）なりました。 
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（コンシューマー製品） 

  主要日系顧客の市場における低迷の影響を受け、売上高は66億68百万円と前年同期に比べて33億７千万円の減

少（33.6％減）となりました。 

 

（ＯＡ機器） 

  ＯＡ機器市場の停滞により、売上高は157億95百万円と前年同期と比べ38億71百万円の減少（19.7％減）とな

りました。 

 

（情報通信機器） 

  記録再生用ドライブ向け製品の市場縮小を受け、売上高は55億72百万円と前年同期に比べて14億33百万円の減

少（20.5%減）となりました。 

 

（その他） 

 アミューズメント機器の取扱高が安定的に推移し、売上高は33億98百万円と前年同期に比べ12億56百万円の増

加（58.7％増）となりました。 

 

② その他の事業 

 人材派遣業が好調に推移し、売上高は４億13百万円と前年同期に比て１億９百万円の増加（35.8％増）となり

ました。 

 

 

（２）財政状態に関する説明 

① 資産、負債、純資産の状況 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は636億24百万円（前連結会計年度末比12.2％増）となりまし

た。 

これは主に、棚卸資産の増加、メキシコ工場建設による建設仮勘定の増加、投資有価証券の増加によるものであ

ります。 

 負債につきましては、471億88百万円（前連結会計年度比15.8％増）となりました。これは主に、買掛金の増

加によるものであります。 

 純資産につきましては、164億35百万円（前連結会計年度末比3.0％増）となりました。これは主に、利益剰余

金の増加によるものであります。 

 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

  連結業績予想につきましては、平成28年５月13日の「平成28年３月期 決算短信」で公表いたしました数値か

 ら変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 第１四半期連結会計期間において、UMC Electronics Mexico, S.A. de C.V.を新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。

 また、第２四半期連結会計期間において、UMC Electronics Manufacturing(Dongguan)Co.,Ltd.を新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。

 なお、当社の連結子会社でありました株式会社グリーン・システムは、平成28年７月１日を合併期日とする当社

との吸収合併により消滅したため、第２四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しております。

 当社の連結子会社であった株式会社サイバーコアは、第三者割当増資により持分比率が低下したため、当第３四

半期連結会計期間末より連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適 

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計上の見積もりの変更 

（耐用年数の変更) 
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 当社は、平成28年６月開催の取締役会において、中国に新たな子会社を設立するとともに、中国における現在の

４生産拠点のうち３生産拠点を新工場に集約することを決議いたしました。これに伴い、移転後に利用見込みのな

い建物附属設備等につきまして、移転予定日までの期間で減価償却費が完了するように耐用年数を見直し、将来に

わたり変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の減価償却費が増加し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益が14百万円減少しております。 

 

（４）追加情報

   （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 13,074,194 10,753,856 

受取手形及び売掛金 17,274,633 20,549,134 

製品 1,537,126 2,201,653 

仕掛品 553,402 561,200 

原材料及び貯蔵品 8,272,835 10,458,755 

その他 1,215,752 1,679,783 

流動資産合計 41,927,944 46,204,384 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,180,145 5,066,146 

機械装置及び運搬具（純額） 4,783,471 5,664,029 

その他（純額） 3,189,954 4,131,989 

有形固定資産合計 13,153,570 14,862,165 

無形固定資産 492,674 438,159 

投資その他の資産    

投資有価証券 238,780 1,250,811 

関係会社株式 － 58,150 

長期前払費用 532,468 448,007 

その他 377,947 362,388 

投資その他の資産合計 1,149,196 2,119,358 

固定資産合計 14,795,441 17,419,683 

資産合計 56,723,386 63,624,067 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 16,583,893 22,468,893 

短期借入金 3,789,110 3,350,567 

1年内返済予定の長期借入金 5,547,406 5,454,059 

1年内償還予定の社債 184,000 184,000 

未払法人税等 594,574 841,035 

賞与引当金 178,341 261,636 

その他の引当金 － 40,147 

その他 1,802,887 2,676,484 

流動負債合計 28,680,213 35,276,825 

固定負債    

社債 264,000 140,000 

長期借入金 10,654,367 10,644,896 

退職給付に係る負債 2,022 3,685 

その他 1,159,066 1,123,260 

固定負債合計 12,079,456 11,911,842 

負債合計 40,759,669 47,188,667 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,334,000 1,334,000 

資本剰余金 5,513,746 5,513,881 

利益剰余金 8,744,610 9,221,709 

自己株式 △144,158 △144,158 

株主資本合計 15,448,199 15,925,433 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △41,753 186,854 

繰延ヘッジ損益 △12,381 △8,471 

為替換算調整勘定 565,654 331,584 

その他の包括利益累計額合計 511,518 509,966 

非支配株主持分 3,998 － 

純資産合計 15,963,716 16,435,400 

負債純資産合計 56,723,386 63,624,067 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 83,321,382 82,205,107 

売上原価 79,224,720 76,976,551 

売上総利益 4,096,661 5,228,556 

販売費及び一般管理費 2,483,493 2,955,544 

営業利益 1,613,167 2,273,012 

営業外収益    

受取利息 9,055 8,214 

受取配当金 35,701 18,481 

為替差益 69,820 － 

その他 69,876 21,233 

営業外収益合計 184,454 47,929 

営業外費用    

支払利息 263,397 269,901 

為替差損 － 403,930 

その他 5,775 18,579 

営業外費用合計 269,173 692,411 

経常利益 1,528,448 1,628,529 

特別利益    

固定資産売却益 29,198 186 

投資有価証券売却益 5,848 － 

補助金収入 133,640 － 

関係会社株式売却益 － 75,114 

持分変動利益 － 19,423 

特別利益合計 168,687 94,724 

特別損失    

固定資産除却損 3,605 0 

投資有価証券評価損 － 538 

事業構造改善費用 － ※１ 319,991 

特別損失合計 3,605 320,529 

税金等調整前四半期純利益 1,693,531 1,402,725 

法人税等 449,408 552,236 

四半期純利益 1,244,122 850,488 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△5,096 13,580 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,249,218 836,908 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 1,244,122 850,488 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 10,599 228,607 

繰延ヘッジ損益 1,203 3,909 

為替換算調整勘定 △658,769 △234,069 

その他の包括利益合計 △646,965 △1,552 

四半期包括利益 597,156 848,936 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 602,253 835,356 

非支配株主に係る四半期包括利益 △5,096 13,580 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結損益計算書関係）

※1 事業構造改善費用

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

中国における生産拠点の移転集約に伴う費用又は損失を、事業構造改善費用として特別損失に計上しておりま

す。

 

(継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

 当社グループは、ＥＭＳ事業以外の事業に関しては重要性が乏しいと考えられるため、セグメントの記載は省略

しております。 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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